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２００３年１０月２２日 

 
 

 政府の「業務・システムの最適化計画（ＥＡ）策定」に対応し、電子政府・電子自治体事業を強化 
 国内初のＥＡ専任組織「ＥＡコンサルテーションセンタ」を設立し、 

「公共システム最適化ソリューション」を提供開始  

 

日立製作所 情報・通信グループ（グループ長＆CEO：古川 一夫、以下、日立）は、このたび、政府調

達の前提として導入される概念「エンタープライズ・アーキテクチャ（以下、ＥＡ）(*1)」に対応し、ＥＡに基づき

上流工程から下流工程まで一貫したサービスを行う「公共システム最適化ソリューション」を１１月１日から提

供開始するとともに、同日付けで国内初のＥＡに基づいたコンサルテーションを行う専任組織「ＥＡコンサル

テーションセンタ」を公共システム事業部内に設立し、年間２兆円にのぼると言われる官公庁、自治体の情

報システム市場に向け、電子政府・電子自治体事業を強化します。 

「公共システム最適化ソリューション」は、専任コンサルタントが、ＥＡに基づいた現行システムの分析、目

標の整理・作成支援、移行計画の策定を行い、それを受け、システムエンジニアがＥＡに基づいたシステム

提案、構築、移行を行います。更に、構築したシステムの運用評価を専任コンサルタントが行い、システム改

善を継続的に支援します。 

「ＥＡコンサルテーションセンタ」では、ノウハウの収集と蓄積を行い、社内での効率的な活用を進めます。

また、同センタでは、「公共システム最適化ソリューション」を提供するＥＡのコンサルタント・ＳＥを順次育成し、

２００５年度までに１,０００人にする予定です。 
*1 Enterprise Architecture (ＥＡと略す)：業務とＩＴシステムの全体最適を実現するための概念（コンセプト）。電子政府構築計

画の目標である「予算効率の高い簡素な電子政府」を実現するための手法として導入される。 

 

電子政府や電子自治体の実現に向け、申請・届出等手続きや調達手続きの電子化にともない、システム

構築や基盤整備が個別に進められてきました。しかし、府省間・自治体間でのネットワーク化にともなう相互

利用、企業・国民へのネットワークによる行政サービス提供が進みつつある中、従来のように個別にシステム

を最適化するだけでは、業務の複雑化やＩＴの重複投資などの効率面での問題が生じます。それを解決す

るための手法・概念としてＥＡが注目されています。 

米国においては、既に、政府情報システムの全体最適を図るため、１９９６年に連邦政府機関でＥＡの策

定が義務付けられる等、政府機関の予算要求時にＥＡに基づく計画の明確化を義務付ける法律が制定さ

れています。 

日本においても、２００３年７月に公表された「電子政府構築計画」の中で、「業務・システムの最適化計画

（ＥＡ）策定」を、全府省において２００６年３月までに行うことが謳われております。官公庁、自治体の情報シ

ステム市場は、年間２兆円といわれており、将来的には、そのほとんど全ての調達がこのＥＡに基づいて実

施されることが想定されます。 

 

日立は、従来から、情報システムを短期間で効率良く構築する手法として、情報システム統合計画技法

「HIPLAN（*２）」やシステム開発方法論「HIPACE（*３）」といった独自の情報システム開発体系を整備し、業

務プロセス見直し、費用対効果分析等による情報化計画策定、システム化構想立案のコンサルテーション

を多数の官公庁、自治体に対し提供してきました。今回、新たに提供する「公共システム最適化ソリューショ

ン」は、「HIPLAN」、「HIPACE」をＥＡの観点で再構築したものです。 
*２：HIPLAN：業務と情報システムを一体のものととらえ、情報システムの上流工程をプランニングする日立の情報システム統

合計画技法 

*３：HIPACE：システムの計画・設計・開発・保守などのライフサイクルを対象として体系化された日立の開発方法論 

 

今回強化した内容は下記の通りです。 

１．「公共システム最適化ソリューション」により上流工程から下流工程までの一貫したサービスを提供 

「公共システム最適化ソリューション」は、専任コンサルタントが、電子政府・電子自治体実現へ向けた、業

務プロセス見直し、費用対効果分析等による情報化計画策定、システム化構想立案を、政策・業務体系、

データ体系、適用処理体系、技術体系のＥＡ４階層モデルに基づき行います。さらに、その策定に沿って、

システム提案、構築、移行を行い、システムの評価分析までの一貫したサービスを提供します。 
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２．「ＥＡコンサルテーションセンタ」によるノウハウの収集と継続的蓄積・効率的活用 

「ＥＡコンサルテーションセンタ」は、公共分野を対象としたコンサルテーションの窓口として機能し、関連

部署をとりまとめ、ＥＡに基づいた業務・システム最適化コンサルテーション、システム提案、構築、移行、

評価分析を行います。また、ノウハウの収集、継続的な蓄積、効率的な活用を行います。 

 

 

日立は、今回、電子政府・電子自治体分野を対象にＥＡに対応した事業強化を図りますが、順次、産業、

流通、金融等の各分野への拡大も行います。 

 

 

 

 

■日立の「ＥＡコンサルテーションセンタ」ホームページ（１０月２３日オープン） 

http://www.hitachi.co.jp/ea 

■取扱事業部・照会先 

 株式会社 日立製作所 情報・通信グループ 公共システム事業部 

 カスタマ・リレーションズセンタ [担当：亀山、廣田] 

 〒１３６－８６３２ 東京都江東区新砂一丁目６番２７号 新砂プラザ 

電話 ０３－５６３２－７４１２（ダイヤルイン） 
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このニュースリリースに掲載されている情報は、発表日現在の情報です。 
発表日以降に変更される場合もありますので、あらかじめご了承ください。 
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